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小型無人超音速実験機向けテレメトリー用無線通信装置の開発 
 
○上羽 正純（航空宇宙システム工学ユニット 教授） 
竹内 僚太郎（航空宇宙システム専攻 博士前期課程 2年） 
 
１．はじめに 
室蘭工業大学・航空宇宙機システム研究センターでは，大気中を高速度で飛行するための革新
的な基盤技術を創出する研究開発を推進しており，地上で研究された基盤技術を実際の高速飛行
環境で飛行実証するための小型無人超音速実験機（フライング・テストベッド FTB）の構築を進
めている． 
本実験機を長距離飛行させるには，実験機に搭載したセンサにより位置，速度，姿勢等の飛行
状態を計測し，それらデータをリアルタイムで無線伝送するとともに，地上からのコマンドを実
験機に伝える遠隔監視制御系を構成（図１）することが必須である．無線伝送するために実験機
に搭載あるいは地上で準備する無線通信装置は，最終的な飛行距離である 100 kmの伝送できる能
力が必要である．ここでは，本遠隔監視制御系として飛行実験距離に対応して 2段階に分けて構
築することとし，近距離用には市販無線通信モジュールを選定・評価した結果を，本格版である
遠距離用には試作によりテレメトリー送受信装置を構築した結果を報告する． 
 
 
２．無線通信装置の構築 
最終的な実験機は 100 km飛行するために，それだけの距離を無線伝送可能な装置が必要である
が，最終的な実験機が完成するまでの途中段階の誘導制御系技術等の実証の観点からは，プロペ
ララジコン機，ジェットエンジンラジコン機等の小規模，中規模サイズの実験機が使用される．
この場合，これら中間段階の実験機では最終的な実験機に比して搭載スペースが小さく，飛行距
離も最大 10 km程度であるために，規模に応じて搭載可能な市販の無線通信機器を使用しつつ，
最終的な無線通信装置を段階的に準備することが現実的である． 
 
図１ 遠隔監視制御系構成 
リアルタイム表示 
無線通信 
アンテナ 
 
ョン開始直後の誤差の増加は，追尾アンテナの初期状態に角速度が無いことによる時間遅れに起
因すると考えられ，0.2 sec程度で定常追尾制御誤差 0.4°以内に達している． 
 
３－３．高応答追尾アンテナ制御系シミュレーション 
 前述の 2 自由度制御系を用いたシミュレーション結果を図８に示す．これより整定時間は
0.096secとなり，既存技術に比べ整定時間の半減が可能であることを確認した． 
 
 
図８ 2自由度制御系の応答シミュレーション 
 
４．まとめ 
無人航空機の位置・速度情報を用いた追尾シミュレーションにより，目標追尾制御精度として
0.4°が達成可能であることを確認した．また，2 自由度制御系を用いたシミュレーションにより，
既存制御系での整定時間からの半減が達成可能であることを確認した． 
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飛行実証のための距離を勘案して，500 m程度，10 km，100 kmの 3段階の無線伝送距離に区分
して，前 2つの伝送距離の場合には市販の無線通信を，100 kmの伝送距離においては特注品を製
作することとした．500 m程度の無線伝送距離については，XBee Proを使用することとし，その
伝送特性評価は完了している[1]．10 km用及び 100 km用については，それぞれ市販無線通信モジ
ュールの使用，特注品による製造を行うことにし，前者については無線伝送特性を評価した結果
を，後者については構築を完了の状況を以下に述べる． 
 
２－１．10km用無線通信装置 
最大 10 km用無線通信装置について調査の結果，図２に示す東京コスモス電機製の無線通信モ
ジュール TWE-STRONGを選定した．本無線通信モジュールは特定小電力製品であり，無線従事
者免許不要で操作可能である．本モジュールについて無線通信試験を行った結果を表１に，その
時の無線伝送特性試験実施形態を図３に示す．  
 
 
 
図２ TWE-STRONGの外観と伝送性能 
 
表 1 受信率 
 
 
 
図３ 無線伝送特性試験実施形態 
 
 まず，実験室においては，最大距離として確保可能な 5 mレンジで受信率を測定した．それよ
り長距離については白老実験場で受信率を評価した．図３中，送信機を搭載した模型航空機から
外観
使用アンテナ 伝送距離
内臓アンテナ 1.7km
無指向性アンテナ 3.1km
八木宇田アンテナ 10km
伝送距離
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の電波を赤の受信点において測定し受信率を求めた．受信点については，地上高 3 m程度のスタ
ンドの頂上に受信機を設置してある．また，滑走路端の片方から送信し（青の送信点），もう片方
の端において受信（青の受信点）し受信率を評価した．この場合送受信点においては，ともに地
上高 3 m程度のスタンドに無線通信モジュールを設置してある．使用したアンテナは全てのケー
スにおいて，かつ，送受信点においてダイポールアンテナを使用した． 
 評価結果より，最大 800 mの伝送距離において，99.7％の受信率を得た．また，距離が短い模
型航空機を用いた無線伝送特性試験では 90％弱の受信率となっている．これは，模型航空機の姿
勢変化により，ダイポールアンテナのヌル方向を使用することになるためと考えられる． 
 
２－２．100km用無線通信装置 
最終的に 100 kmの伝送が可能なテレメトリー・コマンド回線を構築するためには，表２に示す
特性を有する回線を構築する必要がある．これら性能を実現可能な無線通信装置は市販されてい
ないため，特注品として送受信装置の製作を進めた．まず，先行的にテレメトリー回線について，
平成 25年度のテレメトリー受信装置[1]の開発に続き，平成 26年度は表３に示す性を有するテレ
メトリー送信装置を開発（図４）した． 
 
 
表２ テレメトリー，コマンド回線性能諸元 
 
*:中心周波数 
 
図４ 製作テレメトリー送信装置 
 
表３ テレメトリー送信装置主要諸元 
中心周波数 1281.5MHz 
変調方式 2FSK 
送信電力 1W 
電波型式 F1D 
占有周波数帯域幅 2MHz 
 
 
本テレメトリー送信装置は，受信装置とセットで用いて主要諸元が目標値通りに製作されてい
ることを有線構成（図５）で確認するとともに，遠距離からのテレメトリーデータ受信のために
八木・宇田アンテナを用いた指向性アンテナ（図６）を構築した． 
送信装置については，使用周波数は総務省との調整の上，航空機と地上間における電波伝搬特
性を把握するための周波数として実験局免許の許可を得た．本実験局免許は平成 27年度 3月 20
日から，平成 30年 3月 31日まで有効である． 
テレメトリー回線 コマンド回線
使用周波数(帯) 1281.5MHz* 400MHｚ帯
送信装置
アンテナ利得
0dB 0dBi
送信電力 2Wmax 1Wmax
受信装置
アンテナ利得
10 dBi 10dBi
情報データ速度 128kbps 10kbps
 
 
飛行実証のための距離を勘案して，500 m程度，10 km，100 kmの 3段階の無線伝送距離に区分
して，前 2つの伝送距離の場合には市販の無線通信を，100 kmの伝送距離においては特注品を製
作することとした．500 m程度の無線伝送距離については，XBee Proを使用することとし，その
伝送特性評価は完了している[1]．10 km用及び 100 km用については，それぞれ市販無線通信モジ
ュールの使用，特注品による製造を行うことにし，前者については無線伝送特性を評価した結果
を，後者については構築を完了の状況を以下に述べる． 
 
２－１．10km用無線通信装置 
最大 10 km用無線通信装置について調査の結果，図２に示す東京コスモス電機製の無線通信モ
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図３ 無線伝送特性試験実施形態 
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図５ テレメトリー送受信装置伝送試験（有線） 図６ テレメトリー受信用
指向性アンテナ 
 
３．まとめ 
 最大 10 kmまで無線伝送可能な市販品無線通信モジュールの 1 km以下での伝送特性を評価した．
今後，200 m以上での飛行距離における無線伝送特性評価を白老滑空場で進めるとともに，地上
設置の場合の無線通信モジュールそのものの受信率については，今後 3 km程度から順次 10 km程
度まで測定を行う．100 kmテレメトリー送受信装置については構築を完了し，今後 10 km程度ま
での地上での伝送特性評価を実施する． 
 
参考文献 
[1]上羽, 野口, 竹内, “小型無人航空機向け遠隔監視制御用無線通信装置の構築”, 航空宇宙機シ
ステムセンター年次報告書 2013，pp.78-80. 
113
